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日時：平成２９年５月２４日（水） 

午前１０時～正午 

場所：県庁特別会議室（議会棟３階） 

 

 

１ 開 会 

 

２ あいさつ 

 

３ 議 事 

（１）鳥取県手話施策推進計画に基づく手話施策推進状況について 

（２）平成２９年度関連予算について 

（３）手話バッジの活用方法について 

（４）「県民みんなで進める障がい者が暮らしやすい社会づくり条例（仮

称）」について 

 

４ その他 

 

５ 閉 会 
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鳥取県手話施策推進計画に基づく手話施策推進状況について

平成２８年度取組状況 平成２９年度取組予定

(1)

ア 地域、職場等における手話の普及

・県民向けミニ手話講座の開催 平成26年度から夏休み親子講座を開催（中部3回、西部3回）。
・平成26年度：36回開催・484人受講
・平成27年度：36回開催、403人受講
・平成28年度：36回開催、221人受講

親子ミニ手話講座やミニ手話講座を各圏域で開催
・36回開催予定

・手話学習会開催事業費等補助金 平成27年度から、企業等の事業者に加えて、10人以上の手話学習グ
ループを補助対象に追加。学校PTAや地域住民を対象とした手話学習
会が開催されるなど、地域や職場で手話を学ぶ取組が拡大している。
・平成26年度：11件申請、36回開催・延べ471人受講
・平成27年度：16件申請、40回開催･延べ784人受講
・平成28年度：19件申請、74回開催･延べ1,609人受講

手話学習会を開催する企業等、10名以上のグループ単位で開催する手
話学習会に補助金を交付
・80回開催予定

・手話サークル等助成事業費補助金 鳥取県手話サークル連絡協議会に補助金を交付し、活動を支援。 鳥取県手話サークル連絡協議会に補助金を交付し、活動を支援。

・手話パフォーマンス甲子園の開催 全国から集まった高校生チームが手話によるパフォーマンスを披露する
大会を実施。幅広い世代への手話の普及につながった。
・第１回大会：平成26年11月23日開催（鳥取市：県民ふれあい会館）
　　　全国から41チームが応募、20チームが本大会出場。
・第2回大会：平成27年9月22日開催（米子市公会堂）
　　　47チームの応募があり、20チームが本大会出場。
・第3回大会：平成28年9月25日開催（倉吉未来中心）
　　61チームの応募があり、20チームが本大会出場。

若い世代である高校生をターゲットに、手話によるパフォーマンスを披
露し発信する場を提供することで、出演者や観客など幅広い人たちに手
話を身近に感じてもらうため全国高校生手話パフォーマンス甲子園を開
催するもと。
・開催日：平成29年10月1日（日）
・場所：とりぎん文化会館

・手話啓発イベントへの助成 鳥取県聴覚障害者協会が開催した「2016年度鳥取県手話フォーラムin
とっとり」の運営費に対し助成を行った。
・平成28年11月10日（日）、県民ふれあい会館
･内容：講演、アトラクション（岐阜ろう劇団「いぶき」による公演等）

手話を使ったパフォーマンスを通して手話の楽しさを知り、県民に手話
の魅力を発信することで手話に対する理解を広めることを目的に鳥取
県手話フォーラムを開催する。
・平成29年11月5日（日）開催予定

イ 教育における手話の普及

・手話普及支援員派遣制度（手話普
及コーディネーターの配置を含む）

手話普及コーディネーターが調整し、各学校へ手話普及支援員を派遣
し、学校での手話学習を協力サポート

手話普及コーディネーターが調整し、各学校へ手話普及支援員を派遣
し、学校での手話学習を協力サポート。派遣先について私立高校を対
象外に（教育・学術振興課が講師派遣を補助）、幼稚園・保育所・認定こ
ども園を追加

・手話ハンドブック等の手話学習教材
の活用推進

小学校新１年生分のハンドブックを増版・配付 ・小学校新１年生分のハンドブックを増版・配付
・中学生・高校生向けの教材を作成・配付予定

・聾学校との交流学習の推進 聾学校のある地域の学校との交流や在籍幼児児童生徒の居住地域の
学校との交流、聾学校と難聴学級との交流を実施

聾学校のある地域の学校との交流や在籍幼児児童生徒の居住地域の
学校との交流、聾学校と難聴学級との交流を実施

・学校における手話に関する情報を
受発信する窓口役の決定

全小・中・高等学校において窓口役を指名（各学校長が指名） 全小・中・高等学校において窓口役を指名（各学校長が指名）

ウ 行政、公共交通機関等における手話の普及・情報発信

・行政職員向け手話講座の開催 鳥取県職員人材開発センターにより、県・市町村職員向けの手話講座
を開催。
・入門編：6～9月　東中西　各12回

鳥取県職員人材開発センターにより、県・市町村職員向けの手話講座
を開催。
・入門編（ステップ1）：7～9月　東中西　各9回
・入門編（ステップ2）：11～2月　東中西　各11回

・知事定例記者会見・議会中継等で
の手話通訳者配置

知事定例記者会見、議会中継等に手話通訳者を配置し、県政情報発信
の情報保障を行っている。

知事定例記者会見、議会中継等に手話通訳者を配置し、県政情報発信
の情報保障を行っている。

・[再掲]手話学習会開催事業費等補
助金

[再掲]
平成27年度から、企業等の事業者に加えて、10人以上の手話学習グ
ループを補助対象に追加。学校PTAや地域住民を対象とした手話学習
会が開催されるなど、地域や職場で手話を学ぶ取組が拡大している。
・平成26年度：11件申請、36回開催・延べ471人受講
・平成27年度：16件申請、40回開催･延べ784人受講
・平成28年度：19件申請、74回開催･延べ1,609人受講

［再掲］
手話学習会を開催する企業等、10名以上のグループ単位で開催する手
話学習会に補助金を交付
・80回開催予定

計画 【実施施策】　　【予定施策】

【実施施策】

【実施施策】

【予定施策】　⇒　【実施施策】

手話の普及、ろう者に対する理解促進

【実施施策】
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(2)

ア 手話通訳者の養成、派遣事業等の充実

・手話通訳者養成研修・派遣事業 ○手話通訳者養成研修修了者数
　　・平成26年度修了者数：通訳Ⅰ 15名、通訳Ⅱ 10名
　　・平成27年度修了者数：通訳Ⅰ 13名、通訳Ⅱ 12名
　　・平成28年度修了者数：通訳Ⅰ　8名、通訳Ⅱ　9名
○手話通訳者派遣件数
　　・平成25年度　  693件（1,235人）
　　・平成26年度　1,112件（1,813人）
　　・平成27年度　1,031件（1,655人）
　　・平成28年度　1,048件（1,673人）

○手話通訳養成研修の開催
　・通訳Ⅰ：東部　20名、西部　20名
　・通訳Ⅱ：東部　20名、西部　20名
　・通訳Ⅲ：中部　20名
○催事等へ手話通訳者を派遣する。

・手話通訳者トレーナーの配置 手話通訳者トレーナー稼働件数
・平成26年度　61件
・平成27年度　106件
・平成28年度　120件

手話通訳者の通訳現場等にトレーナーを派遣し、手話通訳者の業務相
談、助言、援助を行い、手話通訳技術の向上を図る。

イ 聴覚障がい者相談事業の充実

・聴覚障がい者相談員 鳥取県聴覚障がい者センターにおける相談実績
・平成25年度　2,409件
・平成26年度　2,380件
・平成27年度　2,656件
・平成28年度　2,640件

東中西の各圏域（センター）に聴覚障がい者相談員を配置し、聴覚障が
い者等の相談・指導を行う。

・手話学習者等による見守り手話ボラ
ンティア

未実施。今後検討。 今後検討。

ウ 鳥取聾学校・難聴学級における「手話による教育」の推進

・鳥取聾学校地域支援部の充実 幼稚園・保育所等、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校、その他
各種団体からの要請に応じて研修会開催等の支援を実施

幼稚園・保育所等、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校、その他
各種団体からの要請に応じて研修会開催等の支援を実施

・手話検定等受験料助成制度 教職員の手話検定料及び通信教育受講料の補助
・平成27年度　聾学校教職員の受験者数　54人
　　　　　　  　　　聾学校以外の教職員　12人
・平成28年度　聾学校教職員の受験予定者数　59人
　　　　　　  　　　聾学校以外の教職員　14人

教職員の手話検定料及び通信教育受講料の補助
・平成29年度　聾学校教職員の受験予定者数　56人

・教職員の聴覚障がい理解と手話技
術の向上

・教職員手話研修会を実施（月1回程度）
・初任者・転入職員対象の聴覚障がい基礎研修会の開催
・聾学校において聴覚障がいに関する専門研修会の開催

・教職員手話研修会を実施（月1回程度）
・初任者・転入職員対象の聴覚障がい基礎研修会の開催
・聾学校において聴覚障がいに関する専門研修会の開催

エ 新しい手話コミュニケーション環境の創出

・遠隔手話通訳サービス（＋代理電話
支援サービス）

平成25年度から実施している遠隔手話通訳サービスに加え、平成27年
度から電話リレーサービス（代理電話）を開始。電話リレーサービスの利
用が多く、難聴者・中途失聴者からも利用申込みがある。
・遠隔手話通訳サービス利用件数
　　平成25年12月～平成29年3月　356件
・電話リレーサービス利用件数
　　平成27年4月～平成29年3月　1,044件

鳥取県聴覚障害者協会及び民間事業者に委託し、遠隔手話通訳サー
ビス・電話リレーサービスを実施する。

・ろう者向けＩＣＴ学習会 ・遠隔手話通訳・電話リレーサービスの使用方法を講習し、利用促進を
図った。
　　東部：平成28年12月25日　参加者11名
　　中部：平成28年12月17日　参加者14名
　　西部：平成28年12月11日　参加者14名
・災害時等での情報獲得の重要性、タブレット等の活用について講習会
を開催した。
　　平成29年1月26日　参加者26名

ろう者等を対象としてＩＣＴ（情報通信技術）の活用方法等に関する学習
会を開催する。

・[再掲]手話学習者等による見守り手
話ボランティア

[再掲]未実施。今後検討。 [再掲]今後検討。

オ ろう者が働きやすい環境づくり

・聴覚障がい者就労支援事業 聴覚障がい者が就職活動で面談等を行う場合に、要請に応じて手話通
訳者を派遣。
・平成26年12月～平成27年3月　5件（内容：職場見学、面談）
・平成27年度　　　　　　　　　　　　15件（内容：職場見学、面談）
・平成28年度　　　　　　　　　　　　20件（内容：職場見学、面談）

聴覚障がい者が就職活動で面談等を行う場合に、要請に応じて手話通
訳者を派遣する。

カ とっとりの手話の文化的発展

・とっとりの手話を創り、守り、伝える
事業補助金

とっとりの手話の創出・普及、昔の地域手話の保存・伝承を通じて、鳥
取県内の手話の文化的発展に資する取組に対して補助金を交付。
・高齢ろう者の手話を動画に記録
・平成28年11月6日に開催された「鳥取県手話フォーラムinとっとり」にお
いて成果発表が行われ、新たな手話表現等が紹介された。

とっとりの手話の創出・普及、昔の地域手話の保存・伝承を通じて、鳥
取県内の手話の文化的発展に資する取組に対して補助金を交付。
・東中西各圏域の高齢ろう者の手話を動画に記録
・「鳥取県手話フォーラム」において成果を発表する。

手話を使いやすい環境整備

【実施施策】

【実施施策】

【実施施策】

【実施施策】

【予定施策】

【実施施策】

【実施施策】

【予定施策】　⇒　【一部実施施策】
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数値目標項目に係る実績

区分 備考

登録手話通訳者数 32 人 35 人 → 41 人 53 人 → 65 人 H24の2倍

手話通訳者設置事業人役 1.52 人役 1.52 人役 → 4.75 人役 4.41 人役 → 4.50 人役 H24の3倍

手話通訳者派遣件数（団体派遣） 461 件 693 件 → 1,655 件 1,673 件 → 1,400 件/年 H24の3倍

手話講座等受講者数 1,242 人/半年 → 1,187 人/年 1,851 人/年 → 2,500 人/年 H25並み

※開催回数

手話等で対応できる職員が県職員
（行政職員）に占める割合

→ → 15 ％

学校における手話の取組の実施率 → → 100 ％

(参考1)　登録手話奉仕員数　 平成26年度：72人、平成27年度：75人、平成28年度：76人

113回

　【関連施策】手話普及支援員派遣制度、手話ハンドブック等の手話学習教材の活用推進、
              学校における手話に関する情報を受発信する窓口役の決定

H27

39回 76回

H28

　【関連施策】県民向けミニ手話講座の開催、手話学習会開催事業費等補助金

　【関連施策】行政職員向け手話講座の開催

H24 H25 H35目標

　【関連施策】手話通訳者養成研修事業

　【関連施策】手話通訳者派遣事業

takenouchishinobu
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平成２９年度関連予算 
 

【障がい福祉課】 

 

①手話の普及                                （単位：千円） 

平成 29 年度当初予算 
摘  要 

区 分 事業内容 当初予算額 

ミニ手話講座の開催 2 時間/回程度の県民向け手話講座を県内各

地で開催する。 

1,630  

手話学習会等補助金 企業等が開催する手話学習会開催経費等に

係る補助金 

1,220  

手話サークルへの補

助 

手話サークル活動を推進するための補助金 600  

手話啓発イベントへ

の補助 

鳥取県聴覚障害者協会が主催する手話啓発

イベント開催経費に係る補助金 

800  

聴覚障がい者福祉研

修会への補助 

聴覚障がい者福祉研修会開催経費に係る補

助金 

65  

(H29 新)中国地区合

同手話研修への補助 

中国地区合同手話研修会開催経費に係る補

助金 

100 中国各県持ち

回り開催 

合  計  4,415  

 

②手話を使いやすい環境整備                         （単位：千円） 

平成 29 年度当初予算 
摘  要 

区 分 事業内容 当初予算額 

ＩＣＴを活用した遠

隔手話通訳サービ

ス・電話リレーサー

ビス 

遠隔手話通訳サービス及び電話リレーサー

ビスを実施する。また、ＩＣＴ技術を有効

に活用し、生活に役立ててもらうため、ろ

う者向けＩＣＴ学習会を開催するととも

に、手話通訳者のレベルアップを図るため、

研修への派遣を行う。 

15,005  

音声文字変換システ

ム 

手話に慣れていない難聴者のコミュニケー

ションを支援するため、聞こえる人の音声

を文字に変換して表示するシステムを運用

する。 

869   

手話通訳者トレーナ

ー 

経験の浅い手話通訳者等のサポートをしな

がら、現場での技術指導を行うとともに、

手話通訳者等の手話表現･通訳技術向上を

行う。 

6,423  

手話通訳者設置・派

遣 

主催者の依頼に基づき、講演会等に手話通

訳者を派遣し、ろう者の情報保障を行う。 

31,578  

手話通訳者養成研修

等 

手話通訳者養成研修、現任者研修等を実施

する。 

8,609  

手話通訳者指導者養

成研修への派遣 

2 名の手話通訳者指導者（候補）を手話通訳

者指導者養成研修に派遣する。 

1,226  

手話通訳者の頚肩腕

症候群検診費用助成 

手話通訳者等が頚肩腕症候群の検診を受け

た場合に、その自己負担分を県が全額助成

する。 

324  

鳥取県手話施策推進

協議会の経費 

鳥取県手話施策推進協議会の委員報酬、旅

費。 

368  

とっとりの手話を創

り、守り、伝える事

業への補助 

鳥取の手話を整理して記録し、地域の手話

を残す取組を支援するための補助金 

100  
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聴覚障がい者相談員

設置事業 

3 圏域に聴覚障がい者相談員を配置し、聴覚

障がい者からの各種相談に対して助言、関

係機関との調整等を行う。 

21,967  

合  計  86,469  

 

③手話パフォーマンス甲子園                         （単位：千円） 

平成 29 年度当初予算 
摘  要 

区 分 事業内容 当初予算額 

全国高校生手話パフ

ォーマンス甲子園非

常勤職員（情報発信

担当） 

手話パフォーマンス甲子園に関する広報･

情報発信を担当する非常勤職員 1 名を配置

する。 

1,895  

 

④聴覚障がい者センター関連経費                       （単位：千円） 

平成 29 年度当初予算 
摘  要 

区 分 事業内容 当初予算額 

字幕入り映像の貸出

事業 

字幕入り映像作品の貸出事業を実施する。 3,985  

 

⑤要約筆記事業                               （単位：千円） 

平成 29 年度当初予算 
摘  要 

区 分 事業内容 当初予算額 

要約筆記者養成研修

事業 

要約筆記者養成研修･要約筆記者現任研修

の実施、要約筆記者指導者養成研修への派

遣等を行う。（H29 新）また、同指導者養成

研修受講者から他の要約筆記者指導者に対

し、受講内容の伝達研修を実施する。 

9,108  

要約筆記者設置・派

遣事業 

主催者の依頼に基づき、講演会等に要約筆

記者を派遣し、聴覚障がい者の情報保障を

行う。 

7,328  

合  計  16,436  
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【特別支援教育課】 

 

①ろう児が手話を学び、手話で学習していく取組を進める。           （単位：千円） 

平成 29 年度当初予算 
摘  要 

区 分 事業内容 当初予算額 

聴覚障がい基礎研修

会の開催 

初任者･転入職員対象の研修会を開催する。 9  

手話講座の開催 教職員の手話技術の向上を図るため、鳥取

聾学校教職員及び寄宿舎指導員対象の手話

講座を開催する。 

252  

聴覚障がい教育に関

する専門研修会の開

催 

聴覚障がいに関する専門研修会を開催す

る。 

230  

手話講座等への参加

経費の助成 

教職員の手話奉仕員等養成講座への参加経

費を助成する。 

240  

教職員の手話技能検

定助成制度 

教職員の手話検定料（補助率 10/10、1 回分）

及び通信教育受講料（補助率 1/2、上限 1

万円）を補助する。 

1,111  

手話通訳者の派遣 校内研修会、ＰＴＡ会議、職員会議等へ手

話通訳者を派遣する。 

1,028  

合  計  2,870  

 

②すべての児童・生徒が手話を学ぶ機会をつくる。               （単位：千円） 

平成 29 年度当初予算 
摘  要 

区 分 事業内容 当初予算額 

（H29 新）手話言語

条例学習教材の作

成・配布 

手話言語条例の基本理念及び手話に対する

理解を深めるため、手話に関するろう者の

歴史をテーマとした学習教材を作成･配布

する。 

2,497  

手話普及コーディネ

ーター・手話普及支

援員の配置 

ろう及び手話に関する普及活動及び学習教

材の利用促進の活動を行う手話普及コーデ

ィネーター（東部･中部、西部に非常勤職員

を各 1 名配置）及び手話普及支援員（ボラ

ンティア）を配置し、学校への派遣を行う。 

10,400  

聾学校幼児児童生徒

との交流学習 

鳥取聾学校と交流中の4校をモデル校とし、

課題を整理して今後の交流の拡大に繋げ

る。 

200  

鳥取聾学校教職員に

よる出前講座の開催 

保育所、幼稚園、小学校、中学校、高等学

校、特別支援学校、その他各種団体への出

前講座を開催する。 

165  

手話ハンドブックの

配布（新１年生分） 

小学校1年生に手話ハンドブックを配布し、

手話への興味関心を深める。 

1,556  

指文字タペストリー

作成・配布 

指文字タペストリーを作成し、小学校に配

布することで、指文字への興味関心を深め

る。 

816  

合  計  15,634  
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手話関連基本データ 
 

１ 鳥取県内のろう者数（推定値） 

  ・鳥取県内の身体障害者手帳所持者数（聴覚障がい） 2,894 名（平成 29 年 3月末） 

  ・このうち、ろう者は約 500 名と推定 

 

２ 鳥取県内の登録手話通訳者数等 

  ・手話通訳者数 53 名 （平成 29年 3 月末） 
   ※平成 25 年 3月：32 名 → 平成 26 年 3月：35 名 → 平成 27 年 3月：41 名 → 平成 28 年 3月：41 名 

  ・手話奉仕員数 76 名 （平成 29年 3 月末） 

 

３ 手話通訳者派遣事業の状況                （単位：件） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

４１４ ４６１ ６９３ １，１１２ １，０３１ １，０４９ 

  ※講演会等の派遣のみ。個人派遣は含まない。 

 

（参考） 要約筆記者派遣事業の状況             （単位：件） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

７３ ９０ ９４ １４６ １６４ １８５ 

  ※講演会等の派遣のみ。個人派遣は含まない。 

 

４ 手話通訳者養成研修等の状況 

（１）手話通訳者登録試験受験者・合格者数 
 受験者数 合格者数 合 格 率 

平成 24 年度 １２ ３ ２５％ 

平成 25 年度 １２ ４ ３３％ 

平成 26 年度 １７ ２ １２％ 

平成 27 年度 ２８ １１ ３９％ 

平成 28 年度 １３ １ ８％ 

 

（２）手話通訳者養成研修修了者数 
 基本課程 

（通訳Ⅰ） 

応用課程 

（通訳Ⅱ） 

平成 24 年度 ７ ７ 

平成 25 年度 ９ ４ 

平成 26 年度 １５ １０ 

平成 27 年度 １３ １２ 

平成 28 年度 ８ ９ 

  ※平成 26 年度～基本課程を通訳Ⅰに改称、平成 27 年度～応用課程を通訳Ⅱに改称 

 

（３）手話奉仕員登録試験受験者・合格者数 
 受験者数 合格者数 合 格 率 

平成 24 年度 ３８ １０ ２６％ 

平成 25 年度 ２６ １１ ４２％ 

平成 26 年度 ４２ ２０ ４８％ 

平成 27 年度 ３２ １１ ４８％ 

平成 28 年度 ３８ １２ ３２％ 

 

（４）手話奉仕員養成研修修了者数 

 
入門課程 

（入門編） 

基礎課程 

（基礎編） 

平成 24 年度 ４５ ９ 

平成 25 年度 ７６ ３２ 

平成 26 年度 ９６ ４４ 

平成 27 年度 ８５ ６９ 

平成 28 年度 ８３ ６６ 

  ※平成 26 年度～入門課程を入門編に改称、平成 27 年度～基礎課程を基礎編に改称 
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（５）ミニ手話講座受講者数 
 開催回数 受講者数 

平成 25 年度 １２ ３０２ 

平成 26 年度 ３６ ４８４ 

平成 27 年度 ３６ ４０３ 

平成 28 年度 ３６ ２２１ 

合  計 １２０ １，４１０ 

 

（６）手話学習会補助金の活用実績 
 申請件数 開催回数 受講者数 

平成 25 年度 １５ ２７ ９４０ 

平成 26 年度 １１ ３６ ４７１ 

平成 27 年度 １６ ４０ ７８４ 

平成 28 年度 １９ ７４ １，６０９ 

合  計 ６１ １４７ ３，８３６ 

  ※平成 27 年度～企業等の事業者に加えて、10 人以上の手話学習グループを補助対象に追加 

 

５ 遠隔手話通訳・電話リレー 

（１）利用実績 

 

遠隔手話通訳 電話リレー 

備  考 利用件数 利用件数 

平日 休日 合計 平日 休日 合計 

平成 25 年度 

（12 月～） 
33 件 － 33 件 － － － 

12 月 遠隔手話通訳サービス開始 

   県庁、障がい福祉課に端末設置 

平成 26 年度 59 件 22 件 81 件 － － － 
6 月 駅・バスターミナルに端末設置 

8 月 土日祝日もサービス提供開始 

12 月 県立図書館に端末設置 

平成 27 年度 11 件 23 件 34 件 238 件 39 件 277 件 
4 月 電話リレーサービス開始 

平成 28 年度 53 件 19 件 72 件 435 件 55 件 490 件 
 

合  計 156 件 64 件 220 件 673 件 94 件 767 件 
 

 

（２）モニター登録者数（平成 29年 3 月末） 

   56 名（遠隔＆電話 40 名、遠隔 3名、電話 13 名） 

 

６ 手話通訳トレーナー 

（１）稼働件数 
 稼働件数 通 訳 者 奉 仕 員 

平成 26 年度 ６１ １３９ ３４５ 

平成 27 年度 １０６ １００ １２１ 

平成 28 年度 １２０ １２０ １３４ 
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手話バッジの活用方法について 
 
 

鳥取県障がい福祉課 

 

 

○平成２６年度の情報アクセス・コミュニケーション研究会において、 

・手話ができる人かどうか外見ではわからない。手話ができる人、勉強中の人は何か外観

上分かるようバッジのようなものを付けてくれると、ろう者から話しかけやすい。 

・あいサポートバッジが県内外に広がっているので、このデザインを活用したものはどう

か。 

という意見があった。 

 

○このことを踏まえ、あいサポートマークに「手話」を表す両手を添えたデザインを、当協

議会委員の皆様に御相談しながら決定し、平成２９年３月にバッジを作成（2,000 個）。 

 

○当初、バッジの装着者は、手話通訳者、手話奉仕員、ミニ手話講座や手話学習会の受講者

など、挨拶程度の手話ができる人からを想定していた。 

 

○平成２８年９月の県議会において、手話で日常会話ができることがわかるよう、バッジや

シール等による見える化をしてはどうかという質問があった。 

 

■平成２８年９月議会の問答 

問） ろう者が話しかけやすい環境整備が必要。手話で日常会話ができることがわ

かるよう、バッジやシールなどの目印により見える化してはどうか。 

答） 関係者とも協議し、どういうレベルの人に着けてもらうか、着ける人の資格

等で工夫していきたい。 

 

 

◎ついては、手話バッジをどういう所でどの人に付けてもらうか検討したい。 
例：手話で日常会話ができる人（手話通訳士、手話通訳者、手話奉仕員、手話検

定 3級以上合格者） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回作成した手話バッジのデザイン 
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１ 制定の目的 

【基本的な考え方】 

 

 ・県民の障がい者への理解を深める県民運動を推進します。 

 ・障がいを理由とする差別の解消に向けて取り組みます。 
 ・障がい者が障がいのない者と同等な日常生活を営めるよう、情報アクセシビリティ及びコミュニケーションを保障します。  
 ・災害が発生した場合において、障がい者が安全・安心に避難し、生活できるよう支援します。 
 ・障害福祉サービスの充実、虐待防止の促進、医療・福祉等の連携、教育環境の整備、就労の促進、文化芸術・スポーツの推進に取り組みます。 
【行政の役割】 
 ・行政の作成する障がい者に関する計画に施策を定め、障がい者が暮らしやすい地域づくりに取り組みます。 
【事業者の役割】 
 ・事業者は、障がい者が利用しやすいサービスを提供し、障がい者が働きやすい環境を整備するようにします。 
【県民の役割】 
 ・県民は、障がいや障がい者に対する理解を深め、障がい者が暮らしやすい社会づくりに協力します。 
【行政・事業者・県民がみんなで取り組む施策】 
 ［あいサポート運動の推進］ 
  ・障がい者が困っているときにちょっとした手助けをするなどの「あいサポート運動」に県民全体で取り組みます。 
  ・支援が必要との表示を身に付けている障がい者等に対し、求めがあった場合に手助けをします。 
 ［障がい者差別解消相談支援センターの設置］ 
  ・障がいを理由とする差別の解消を推進するため、障がい者差別解消相談支援センター（以下「相談支援センター」という。）を設置します。 
  ・相談支援センターにおいて相談者への助言や関係機関と連携した相談者への支援を行うとともに、県民への啓発等を行います。 
 ［情報アクセシビリティ及びコミュニケーションの保障］ 
  ・障がい者とのコミュニケーションでは、視覚障がい、聴覚障がい、盲ろう、言語・音声機能障がい、知的障がい、精神障がい、発達障がいなど、それ

ぞれの特性に応じた方法でコミュニケーションを行い、障がい者が円滑に情報を取得することができるような方法で情報を発信します。 
 ［災害時における障がい者の支援］ 
  ・平時から、災害発生時に障がい者に対する必要な対応ができるよう、地域における支え愛マップなどの仕組みづくりに取り組みます。 
  ・災害が発生した場合に、視覚障がい者、聴覚障がい者、盲ろう者、知的障がい者、精神障がい者、発達障がい者などの障がい者に対し、障がいの特性

に配慮した情報提供を行い、支援が必要な障がい者が安全・確実に避難できる仕組みをつくります。   
  ・避難所では、障がいの特性に応じて、情報提供の徹底、生活上必要な配慮をします。また、避難所の円滑な利用のため施設・設備の充実を図ります。 
 ［障がい者の自立及び社会参加の推進］ 
  ・障がい者福祉に関する制度の新設や拡充などサービスの充実を図ります。また、意思決定ができない障がい者への支援に関する体制整備等を図ります。  
  ・医療・歯科医療について配慮の必要な障がい者が安心して暮らせるよう、医療・福祉・保健・教育などの関係分野での連携を一層進めます。 
  ・障がい者が、障がいの特性を踏まえた十分な教育が受けられるようにするため、点字図書などコミュニケーションを保障する支援をします。 
  ・県民が年少期から障がいや障がい者について学ぶ機会をつくっていきます。 
  ・障がい者の希望に合う就労ができるようにしていきます。また、障がい者が中心に働く事業所において、賃金等が高くなるようにしていきます。 
  ・障がい者の芸術文化やスポーツを推進するため、その機会の確保や環境の整備などを行います。 
 
 
 
 
 
 
 
 

あいサポート条例（愛称）素案の概要 

２ 条例案の内容 

本県が取り組んできたあいサポート運動を更に発展させ、障がい者が地域の中で自分らしく安心して生活できる暮らしやすい社会の実現を目的とします。 

障がい者が暮らしやすい社会をつくるために、行政、事業者、県民が、それぞれお互いに協力して行うこととします。 
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あいサポート条例の構成（案） 

 

 

障がい福祉課 

 

（１）目 的 

障がい者が、その人格と個性を尊重され、地域社会の中で安心して生活すること

ができる社会の実現を目指すもの。 

（２）障がい者への理解の促進 

あいサポート運動を展開するとともに、障がい者に対する理解が促進されるよう

啓発に取り組む。 

（３）障がいを理由とする差別の解消 

必要な啓発活動を行うとともに、相談者への支援を行うための窓口を設置する。 

（４）情報アクセシビリティの保障及びコミュニケーション手段の充実 

生活などに関する相談体制を整備する。意思疎通に当たっては、障がいの特性に

応じた適切なコミュニケーション手段を用いる。 

（５）災害時における障がい者の支援 

支え愛マップをはじめ平時から支援の地域づくりに取り組むとともに、災害時に

は障がいの特性に応じた対応に努める。 

（６）障がい者の自立及び社会参加の推進 

福祉サービスの充実、虐待防止の促進、教育環境の整備、就労の促進、芸術文化

及びスポーツの推進等に取り組む。 
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